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1. 総則 

• 1.1. 適用  

本仕様書は、島田市都市基盤部水道課（以下、「甲」という。）が実施する「AI

劣化診断システム導入及び漏水調査業務委託」（以下、「本業務」という。）に適

用し、受注者（以下、「乙」という。）が請負う業務について必要な事項を定め

るものとする。 

• 1.2. 業務の範囲  

業務の範囲は、システム導入、テスト、GIS データ移行、現地調査、運用支

援、各種付帯一式とする。また、新たに導入される AIモデル実装システム（以

下、「本システム」という。）の構築に関する基本的な作業は本仕様書に基づい

て行うものとする。 

• 1.3. 履行期間  

本業務の履行期間は、契約の翌日から令和 9年 3月 26日までとする。 

• 1.4. 準拠する法令等  

本業務の実施にあたり、本仕様書及び、契約書によるほか、次の関係法令及び、

諸規則等に基づいて実施するものとする。 

o 水道法（昭和 32年法律第 117号） 

o 水道法の一部を改正する法律（平成 30年法律第 92号） 

o 水道法施行規則（昭和 32年厚生省令第 45号） 

o 水道維持管理指針（公益社団法人日本水道協会） 

o 測量法（昭和 24年法律第 188号） 

o 国土交通省公共測量作業規程 

o 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

o その他関係する法令及び、諸規則等 

• 1.5. 疑義  

本仕様書、契約書に定めのない事項及び、業務中における疑義が生じた場合は、

甲乙協議の上、解決するものとする。 

• 1.6. 守秘義務  

乙は、本業務において知り得た情報や結果を第三者に漏らしてはならない。ま

た、契約期間の満了後も同様とする。 

• 1.7. 個人情報の保護  

乙は、個人情報の保護に関する法令等を遵守し、業務で扱う個人情報の保護に

ついての義務を負うものとする。よって、貸与資料や各種データの保管、管理を

行うなかで、情報の漏洩があってはならない。また、「ISO/IEC27001（情報セキ

ュリティマネジメントシステム）」及び、「JIS Q 15001（プライバシーマーク）」

の認証を受けていること。  



• 1.8. 貸与資料  

乙は、甲から貸与された資料について、丁寧に取り扱い、紛失や破損等に注意

し、使用後は速やかに甲に返却しなければならない。また、甲の許可なく複製、

他への公開や第三者への貸与等を禁止する。 

• 1.9. 関係機関との折衝等  

本業務遂行上、欠くことの出来ない官公署等との折衝や法令等に基づく許可

申請等が生じた場合は乙が行うものとし、その費用については乙の負担とする。

但し、甲が行うべきものについては甲が行う。 

• 1.10. 保安対策  

乙は、現地調査の遂行にあたり、道路法や道路交通法等、関係する法令等を遵

守するとともに、必要な安全対策を講じなければならない。なお、万一事故等が

発生した場合は乙の責任において円滑に処理を行い、速やかにその旨を甲に報

告すること。 

• 1.11. 損害賠償責任  

乙は、本業務実施中に生じた事故及び、第三者に与えた損害に対して一切の責

任を負い、その内容や原因、経過等を甲に速やかに報告するものとする。なお、

損害賠償等の請求があった場合は、一切の処理を乙の責任において行うものと

する。但し、天災など通常乙のみの責任と考えられない場合は、甲乙協議するも

のとする。 

• 1.12. 契約不適合責任  

業務完了後 1年以内に、契約の内容に適合しない状態（契約不適合）の納入成

果品が認められた場合は、乙の責任において無償で修正を行うものとする。 

• 1.13. 品質要件  

本システムを構築する乙は、甲に対して高品質なシステムの提供を保証する

ものとする。乙は、「ISO9001（品質マネジメントシステム）」の認証を取得して

いなければならない。 

• 1.14. 再委託の禁止  

本事業実施にあたり再委託は禁止するが、同一資本関係にある企業間での再

委託は甲に申請し認められた場合のみ可能とする。また、提供データをクラウド

上で処理することはセキュリティの観点から禁止とする。 

• 1.15. 技術者資格要件 

o 本業務は、水道事業に用いる AI劣化診断システムの構築業務であり、管

理技術者 

及び照査技術者は、次の何れかの資格を保有した者でなくてはならな

い。 

▪ 公益社団法人日本技術士会技術士 



（総合技術監理部門/上下水道－上水道及び工業用水道） 

▪ 公益社団法人日本技術士会 技術士（上下水道部門／上水道及び工業用

水道） 

▪ 公益社団法人日本水道協会 水道技術管理者 

o 管理技術者と照査技術者は兼務できない。 

o 現地調査実施にあたっては、水道施設管理技士（管路）2級以上の資格を

有する 

現地調査技術者を 1名以上配置し、安全・円滑に各種調査を行うこと。 

o 業務着手に先立ち、各技術者選任通知書及び、雇用証明書（テクリス技術

者登録） 

を甲に提出し、承認を得なければならない。 

o 派遣社員等を配置することは認めない。 

• 1.16. 身分証明書の携帯  

現地調査にあたり、乙は、甲の発行した身分証明書を携帯するものとし、住民

等から業務の目的や調査内容等の説明を求められた場合には、身分証明書を提

示したのちに説明すること。また、第三者の敷地内に立ち入る場合においても同

様とし、必ず承諾を得たのちに立ち入らなければならない。 

• 1.17. 提出書類等  

乙は業務にあたり、次の書類を甲に提出し、甲の承認を得たのちに、委託契約

締結の日から 7日以内に業務に着手しなければならない。 

o 着手時 

▪ 業務工程表 

▪ 管理技術者及び照査技術者、現地調査技術者選任通知書 

▪ 管理技術者及び照査技術者、現地調査技術者の有資格証及び経歴書の写

し 

▪ 雇用証明書（テクリス技術者登録）） 

▪ 業務実施計画書 

o 期間中 

▪ 借用書又は受領書（引渡しの日から 7日以内） 

▪ 打合せ記録簿 

▪ 作業月報 

o 業務完了時 

▪ 完成（皆納）通知書 

• 1.18. 権利の帰属  

本業務における成果品のすべては甲に帰属する。よって、甲は本システムおよ

びデータの使用権を有し、甲がデータを使用するにあたっては一切の制限を受



けないものとする。ただし、本業務において納品するソフトウェアの著作権は乙

が所有するものとする。 

• 1.19. 契約内容の変更  

本業務の契約内容に変更が生じた場合は、甲乙協議するものとする。 

2. 構築業務概要 

• 2.1. 現状等  

甲の所有する施設等の現状は次のとおりである。 

o 行政面積：315.89k㎡ 

o 対象給水件数：25,000戸 

o 対象管路総延長：364.6km 

• 2.2. 業務数量  

業務概要は次のとおりである。 

o GISデータ移行 

▪ 作業計画    1式 

▪ 既存データ移行    1式 

▪ データチェック    1式 

▪ データ格納    1式 

o 管網モデル構築 

▪ 作業計画    1式 

▪ 現地調査（水圧測定）   30箇所 

▪ 現地調査（流量測定）   8箇所 

▪ 管網モデル作成（初期設定）  1式 

▪ 管網モデル作成（最大・最小・平均） 3モデル 

▪ データ格納    1式 

o AIモデル構築 

▪ 作業計画    1式 

▪ AIモデル作成（初期設定）  1式 

▪ AIモデル作成（修繕履歴登録）  300箇所 

▪ AIモデル作成（モデル作成）  364.6km 

▪ データ格納    1式 

o ハードウェア 

▪ デスクトップパソコン   1台 

o ソフトウェア 

▪ 基本ソフト    1本 

▪ 水理計算ソフト    1本 

▪ ファイリングソフト   1本 



▪ AI分析ソフト    1本 

o 全体報告書作成 

▪ 全体報告書作成   364.6km 

o 漏水調査（現地調査） 

▪ 戸別音聴調査   25,000 戸 

▪ 路面音聴調査   364.6km 

▪ 弁栓類音聴調査   364.6km 

 

• 2.3. 業務概要  

業務概要は次のとおりである。 

o GISデータ移行 

▪ 作業計画 

GIS 移行プロセス全体の詳細な作業計画および各種漏水調査の作業

計画を策定する。体制、人員配置、工程、作業内容、使用機器、調査範

囲、安全対策等をまとめ、甲乙協議した結果を踏まえ作業実施計画書を

作成し提出する。 

また、戸別音聴調査の実施に先立ち、調査の目的、期間、方法、問い

合わせ先等を記載したチラシを戸別に配布する。戸別音聴調査対象外の

世帯に対しても、事業の周知と理解促進のため配布を行うものとする。 

▪ 既存データ移行 

 既存 GIS データ（Shape 形式）を、本システムに移行する。ここで

移行されたデータを調査図として下見調査を実施する。下見調査では、

音聴調査や漏水確認調査の実施が可能か、調査機器の設置に適した場所

であるかを確認するほか、水道施設の位置、道路形状、周辺環境、交通

量、騒音等を把握する。 

▪ データチェック 

移行されたデータの正確性と整合性を確保するために、未設続箇所の

再接続、図郭境の再接続、給水情報と料金データのマッチング等チェッ

クを実施する。 

▪ データ格納 

既存データの移行とチェック、各種調査結果で得られた位置ずれ情報

を修正したデータを本システムに格納する。 

o 管網モデル構築 

▪ 作業計画 

管網モデル構築の詳細な作業計画を策定する。人員配置、工程、作業

内容、使用機器等をまとめ、甲乙協議した結果を踏まえ作業計画書を作



成し提出する。なお、GIS データ移行で作成する作業計画と統合するこ

とを認める。 

▪ 水圧測定 

指定された 30箇所で水圧測定を実施する。 

測定対象の消火栓にて、水圧データロガの設置が可能か下見を行い、

位置・形状等の確認をすること。また、水圧測定箇所の選定及び測定は

管網モデルの構築を考慮し甲の承認を得て実施すること。 

測定方法は、設置可能な消火栓に水圧データロガを設置して行い、72

時間連続して記録すること。 

調査機器等は乙が用意すること。 

測定結果は本システム上で測定データが閲覧可能であること。十分な

整備・点検を行った水圧データロガを用いたにもかかわらず、必要な期

間の正常な測定値データが得られなかった測定箇所については、その箇

所及びその周辺の必要な箇所で水圧を再測定すること。 また、水圧デ

ータロガを設置した消火栓を火災時等で使用した場合も同様に再測定

すること。 

▪ 流量測定 

指定された 8箇所で流量測定を実施する。 

測定対象の橋梁添架管にて、超音波流量計の設置が可能か下見を行い、

位置・形状等の確認をすること。設置が不可能な場合には、消火栓に不

断水にて挿入型超音波流量計を設置して測定すること。 

また、流量測定箇所の選定及び測定は管網モデルの構築を考慮し甲の

承認を得て実施すること。 

測定方法は、設置可能な橋梁添架管に超音波流量計を設置して行い、

72時間連続して記録すること。 

調査機器等は乙が用意すること。 

本システム上で測定データが閲覧可能であること。 

流量測定は水圧測定と同時測定とすること。 

▪ 初期設定 

管網モデル作成に必要な準備に対して、甲乙で打合せ協議を実施する

こと。 

国土地理院から提供されている基盤地図情報および移行データ、甲か

ら提供される配水量、使用水量、現地調査結果、減圧弁等解析に必要と

なるデータを取得すること。 

基本となる管網モデルを作成し、現地実測データとの整合性を確認す

ること。 



▪ 管網モデル作成 

現地調査で収集した水圧測定データ及び流量測定データ、各水系の配

水量データを利用して時間係数を設定し、最大配水量モデル・最小配水

量モデル・平均配水量モデルを作成すること。管網解析結果と水圧測定

結果の整合がとれるよう解析を繰り返すこと。 

▪ データ格納 

管網モデルデータを本システムに格納する。 

o AIモデル構築 

▪ 作業計画 

AI モデル構築の詳細な作業計画を策定する。人員配置、工程、作業

内容等をまとめ、甲乙協議した結果を踏まえ作業計画書を作成し提出す

る。なお、GIS データ移行で作成する作業計画と統合することを認める。 

▪ 初期設定 

AI モデルの初期設定を行う。AI モデルの初期設定にあたり、デジタ

ル地方創生カタログのインフラメンテナンスに記載されている以下の

機能を有する AIアルゴリズムを使用すること。 

「漏水履歴がない場合でも、全国データから仮想的な漏水情報を生成

し劣化診断を実施する機能」 

「実際の地震被害データを学習した AI による水道管被害の事前予測

機能」 

▪ 修繕履歴登録 

甲より提供された漏水修繕情報および各種漏水調査で漏水と判断さ

れた情報を本システムに登録する。漏水調査で疑似音と判断された場合

は、漏水探知器等を用いて漏水の有無および漏水位置の特定を行う。漏

水箇所については、漏水推定量、管種、口径、推定漏水量等を詳細に記

録し、甲に報告するものとする。また、期間内に発見された漏水は AI学

習データとして登録すること。 

▪ AIモデル作成 

 管種・口径・布設年度・土壌・地盤・環境データ等を用い AIモデル

を作成すること。 

AIモデル作成にあたり、全国 50 事業体以上の学習データを学んだ AI

を利用すること。 

年度・管種・口径が不明な管については、AIにより補完し処理を行う

こと。 

AIモデル作成にあたりクラウド上での処理は行わないこと。 

AIモデル作成後、劣化診断結果を管路属性に次の処理結果を登録する



こと（漏水発生確率、耐用年数に対しての余寿命、劣化度、劣化要因、

その他）。 

▪ データ格納 

AI劣化診断結果を本システムに実装する。 

o 全体報告書作成 

▪ 全体報告書作成 

GIS移行、管網モデル構築、AI モデル構築、漏水調査結果を網羅した

報告書を作成する。報告書には、実施内容、調査概要、調査方法、調査

結果（漏水箇所の一覧、位置図、写真等を含めるものとする。調査期間

内の住民からの通報対応、緊急対応、復元対応についても全体報告書に

対応内容や結果を記載すること。 

緊急対応とは、調査期間中に緊急性の高い漏水が発生していると判断

された場合や住民通報により現地対応が必要と判断された場合に必要

な調査を行うことであり、通報対応（受付）とは住民から漏水や漏水疑

似音に関する通報があった場合、365 日 24時間で電話受付を行い、通報

内容の記録、通報後の対応である。 

また、全体報告書では次年度以降の有収率対策に関わる調査提案と管

路更新計画など本システム導入による活用例を示すこと。 

構築されたデータは全て Shape 形式で出力を行い、属性定義書とあわ

せ成果品として提出すること。 

o 漏水調査 

▪ 戸別音聴調査 

メータ、止水栓に対して音聴棒を用いて音聴調査を実施する。調査機

器は受注者が用意し、漏水疑似音の有無、位置等を詳細に記録する。漏

水疑似音箇所については、その後の漏水確認調査を行う。また、一次側

の管種が鉛管の場合は、システムに登録すること。 

▪ 路面音聴調査 

調査対象管路（配水管・私有管）の路面上に対して、路面音聴調査を

実施する。調査機器は受注者が用意し、漏水疑似音の有無、埋設位置等

を詳細に記録する。漏水疑似音箇所については、その後の漏水確認調査

を行う。 

▪ 弁栓類音聴調査 

調査対象管路に設置されている弁栓類（仕切弁、消火栓等）について、

音聴調査を実施する。調査機器は受注者が用意し、漏水疑似音の有無、

位置等を詳細に記録する。漏水疑似音箇所については、その後の漏水確

認調査を行う。  



3. ソフトウェア及びハードウェア構成 

• 3.1. ソフトウェアの構成 

本システムの内訳は以下の通りとする。 

o 本システム（スタンドアロン） (1ライセンス) 

o 管網解析システム (1ライセンス) 

o AI劣化診断システム (1ライセンス) 

o Microsoft Office Professional (1 ライセンス) 

o ウイルスセキュリティソフト（5年分） (1ライセンス) 

• 3.2. ハードウェアの構成 

導入するハードウェアはスタンドアロン型で以下を基本構成とする。但し、

CPUや記憶装置のスペック並びに機種等の選定にあたっては甲乙協議の上、当該

時点での最適な物を決定するものとする。 

o デスクトップパソコン (1台) 

▪ OS: Windows 11Pro 

▪ CPU: Intel(R)Core(TM) i7-14700(20C/2.1GHz/33M) 

▪ メモリ: 16GB 

▪ 記憶装置: 512GB(SSD) 

▪ サポートパック: 翌営業日出張修理（平日 9:00～17:00対応）5年 

o 27型ワイド液晶ディスプレイ (1台) 

▪ 解像度: 1920×1080 

o その他: 搬入設置及び設置に必要な部品等 

※納品されるハード機器を LAN（ネットワーク）で接続すること。 

  



4. 検査及びその他 

• 4.1. システム承認 

乙は本システムの構築にあたっては、甲にその仕様詳細について承認を得る

ものとする。また、完成時には甲の検査を受け、合格したものを納品すること。 

• 4.2. 検査データ 

前項の検査に使用するデータは、甲の提供する図書類等を用いて乙が構築し

たデータベースを用いて行うものとする。AI 劣化診断の結果と各種漏水調査結

果を照合し AI劣化診断の結果と現地調査結果に相関が認められることを示さな

い場合、やり直しを命じることがある。 

• 4.3. 責任範囲 

検査時において合格しない作業項目やデータ等については、その責任が甲の

提供する図書類等に限定される場合を除き、乙の責任において修正及び更新を

行うものとする。 

• 4.4. システム運用教育 

乙は甲の選任する職員に対して、本システム運用についての教育を行うもの

とする。また、教育方法については日程等を協議の上、実施するものとする。 

•  

5. 成果物 

成果品はハードウェアを含めて納品すること。 

▪ 業務報告書 

▪ 本システム（ハードウェア、ソフトウェア） 

▪ 構築データ（Shape形式） 

▪ 属性定義書 

▪ 水圧測定データ 

▪ 流量測定データ 

▪ 漏水調査票 

▪ 調査日報（週報でも可） 

▪ 通報対応記録票 

▪ システム操作マニュアル (2部) 

 


